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研究成果の概要（和文）：高齢社会を念頭に、男女間あるいは世帯間の家庭内所得分配の状況が、女性労働や出
生率の変化を通じて経済社会に与える影響を様々な切り口から、理論モデルによって分析した。基本的には世代
重複モデルのなかで、三世帯に拡張して祖父母の役割を考慮したり、人口集積に伴う規模の経済性あるいは混雑
費用がもたらす地域間の人口移動を考慮したり、あるいはcollective modelとして拡張して男女間の家庭内交渉
の影響を考慮して、高齢社会と少子社会の問題点とその解決(育児政策および家族政策)を提案した。

研究成果の概要（英文）：For this study, we conducted analyses of family policy and child policy 
presuming a society with an aging population such as that of Japan. We fundamentally use overlapping
 generations models. Expanding the models by consideration of grandparents as well as parents and 
children in a family, by considering agglomeration economies and congestion costs of population 
between regions, and by considering family bargaining related to fertility between mothers and 
fathers, results of this study present various propositions about issues of fertility decline and 
population aging. Although the theoretical models are simple and abstract, they suggest important 
policy implications.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
超高齢社会となった日本では特に出生や育児に関する政策および高齢者福祉に関する政策が非常に重要な関心事
となっている。また、同時に労働世代人口の減少とあいまって、高齢者および女性の労働参加に関する政策・制
度も関連して考えられなければならない。本研究では、それぞれの研究者がそれぞれ独自の視点から現在の社会
的問題を洞察し、標準的な世代重複モデルを用いて理論的に分析している。得られた研究成果は、多岐にわたる
が、それぞれこれらの問題の解決に一定の知見を与えている。喫緊の政策的な議論にとってこれらの成果は重要
なインプリケーションを持つと考えられる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
(1) 従来、家族内の意思決定については単一の経済主体の行動として分析されることが多かっ

た。これに対し、2000年前後に、特にLundbergやDuflo、Blundell等の実証研究によって、た

とえば、家庭内の出生や育児に関する意思決定が、夫と妻の交渉によって様々に変化しうること

が示されて以降、理論分析においてもいわゆるcollective modelが前提とされるようになってき

ていた。 

(2)  しかし、collective modelにもとづく理論的な展開は動学的な一般均衡分析の方向にまだ発

展の余地があり、また、世代間の資源配分・所得分配についても、各世代の家族内における意思

決定に関する経済主体間の交渉・相互作用によって、家計内だけでなく、それを通じて経済全体

の意思決定にも影響を与える。この点についても理論的にはさらに研究する余地があるように判

断された。 
 
２．研究の目的 
(1)  男女間あるいは家庭内所得分配が、家計の行動、特に労働供給と出生率に与える影響を分

析し、家族政策・育児政策のあり方を検討する。 
(2)  Galor and Weil (1996 AER)の議論や collective model といわれる家庭モデルを参考に、
現実の高齢化を背景として、経済全体と同時に家族内の分配も同時に考慮する。 
 
３．研究の方法 
(1)  研究代表者および分担者が従来の研究で基盤としてきた世代重複モデルを研究課題解明

のために再構築し、先行文献の理論モデルの発展と、現実に観察される様々な不平等に関する

データとの整合性を検証しながら、望ましい育児政策・家族政策の提案に結びつくような理論

的研究をおこなう。 

(2)  プロジェクト内の研究者はミクロ的基礎を持つマクロモデルを使うことで共通してお

り、研究の問題意識も類似しているため、やや変則的であるが、各自が持つ問題意識を研究

グループ全体で共有し、議論を重ね、各自の研究を発展させることで、最終的には経済シス

テム全体として、新しい考え方あるいは知見を様々な形で提示する。 
 
４．研究成果 

(1) YAKITA, A. “Parents’ strategic transfers and sibling competition in the presence of 

pay-as-you-go pensions,” (2018, Economics Letters). 親からの遺産と交換に子どもが親の老

後のケアを供給するというexchange modelで、社会保障税の引き上げが、子どもの家庭内

ケアを増加させ、同時に税収の減少によって社会保障給付を減少させる可能性があること

を示した。 

(2)  MORITA, Y., YAKITA, A. “Subsidies for market child-care purchases, fertility and 

gender wage gap,” (2019, Studies in Applied Economics). 育児政策が出生率に与える影響を動

学モデルで検討している。資本蓄積に伴う賃金率の上昇は出生率を低下させるが、育児政策の変

更は、この収束（収縮）過程を非連続的に変化させる。1990年代前後の先進諸国の政策変更が、

出生率と女性労働に与えた影響をこの推論によって説明してみている。 

(3) YAKITA, A. “Female labor supply, fertility rebounds, and economic development,” 

(2018, Review of Development Economics). 男女間の賃金格差が大きい段階では、家庭内育児

を女性が担っているが、資本蓄積が進むと女性の相対的賃金率=家庭内育児の機会費用が上昇し、

女性が労働参加し始める。育児時間が減少し出生率は低下する。家庭外育児施設が家庭内よりも

女性当たり多くの子どもをケアできるとすると、女性賃金率が十分上昇するとき女性は家庭内育

児を施設育児に代替する。資本蓄積がさらに進むと賃金率はより高くなり、「消費財」としての



子どもが多くなる可能性がある。 

(4) YAKITA, A. “Fertility and education decisions and child-care policy effects in a 

Nash-bargaining family model,” (2018, Journal of Population Economics). 様々な夫婦間の違

いから家庭内交渉を通して家計としての意思決定をするcollective modelで、出生率と女性労働

供給の決定の問題を検討した。様々なモデルで現実的と考えられるモデル・パラメターの下で、

Child-care政策の拡充が、出生率とともに、女性労働供給をも上昇させる可能性があることが示

された。 

(5)  YAKITA, A. “Fertility and intergenerationally efficient environmental and tax policy in 

a population aging economy,” (2018, 応用経済学研究 Studies in Applied Economics). 政府

がある世代の厚生を最大化するような政策を採用する場合、環境を悪化させる人口増加を抑える

ように、賃金補助金を課すことが望ましいことが示された。賃金補助金は育児の機会費用を上昇

させることで出生率を抑えるように作用する。 

(6)  OMORI, T. “Parent life and children's life: Public health expenditure and Human 

capital formation,” (2018, 応用経済学研究 Studies in Applied Economics). 小国開放経済の

世代重複モデルで、公的医療支出と公的教育政策が人的資本形成と社会厚生に及ぼす効果を分

析している。賃金税率一定の時、公的医療支出から公的教育への支出配分変化は人的資本成長

率を高め、私的教育支出を増やす。さらに、人的資本投資の公共支出配分変化弾力性が十分に

高い時、公的医療支出への配分変化は社会厚生を高め、公的医療支出を増やすことも明らかに

した。  

(7)  NAITO, T., OMORI, T. “Aging and urban agglomeration under a multi-regional 

overlapping-generations model,” (2017, Review of Urban & Regional Development Studies). 

2 地域の世代重複モデルにおいて、個人が子ども数と居住地に関する意思決定を行うと仮定し

て個人の寿命と都市の集積の関係性を分析した。数値シミュレーションでは、寿命の延伸は都

市集積を促すことが明らかにされ、都市と地方の人口分布の不均等が拡大することが示された。

耐久住宅材の減耗が小さくなると都市集積が昂進することも示した。 

(8)  NAITO, T., IKAZAKI, D., OMORI, T. “Precautionary Public Health, Aging and Urban 

agglomeration,” (2017, Asia-Pacific Journal of Regional Science). 予防医療に関する公的医

療支出を世代重複モデルに組み込み、人口高齢化と都市集積の関係性を議論した。都市と地方

間の人口分布に対する公的医療政策の定常的効果を分析することで、公的医療政策の強化が地

域間の賃金格差を拡大させ、地域間格差を拡げる可能性を示した。 

(9)  HIRAZAWA, M., YAKITA, A. “Labor supply of elderly people, fertility, and economic 

development,” (2017, Journal of Macroeconomics). 老年期の労働所得が、若年労働期におけ

る資産老後の備えの必要性を減少させることで、各個人が若年期の「消費財」としての子ども

数つまり出生率を増加させる可能性を示した。数値例を用いて結果を導いている。老後労働供

給を明示的に取り入れた研究は多くはない。 

(10)  NAITO, T., OMORI, T. “Household's Disaster Prevention Activities, Agglomeration, 

and Economic Growth,” (2016, Regional Science, Policy and Practice). 世代重複モデルを用

いて、消費者の洪水や地震などの自然災害への被害緩和行動をモデル化し、自然災害の発生確

率の上昇は、都市集積を加速し、出生率を下げるという結果を示した。また、各地域政府の災

害被害緩和政策が出生率に影響を及ぼすことが明らかにされた。 

(11) MIYAZAWA, K. “Grandparental child care, child allowances, and fertility,” (2016, 

Journal of the Economics of Ageing). 実証研究は、児童手当は子育てコストを下げるので価格



効果により子どもの需要が増加するという理論結果を必ずしもサポートしていない。祖父母の

育児協力を考慮したモデルを用いることでこの理論研究と実証研究の乖離を説明している。児

童手当は出生率を引き上げるが、児童手当のための税負担は、親世代のみならず祖父母世代に

対しても負の所得効果を持つ。これにより、祖父母の育児協力が減り、児童手当が出生率を引

き下げうることを理論的に明らかにした。 
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